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による構造変

の構造変化

要因だけでなく、世帯属性や所得構成が所得や消費の格差の変化へどの程度貢献して

を行った。まず、

観察したとこ

は横ばい、も

は 得要素ごと

の３つの方法でジニ係数の分解を行い、変化の要因を分析した。少子高齢化の影響は

占める稼働所得の比

率減少により、高齢者内部での格差は縮小傾向が見られた。また、現役世代において

、景気低迷における失業や非正規化、稼働所得の減少により、

に現役世代の所得水準を低下させ、格差縮小に貢献していることが観察

された。特に消費額で計測した場合、高所得である勤労世帯や若年世帯の消費性向は

その他の世帯と比較して小さいため、これらの変化は小さいことがわかった。 

 

キーワード：格差社会、ジニ係数 

 

                                                 

＜要約＞ 

 

近年の格差問題は、1980 年代の中流崩壊論や 1990 年代の人口高齢化

化とは違い、若者や高齢者の貧困に注目が集まっている。本研究では世帯

いるのかを解明するため、2000 年代の国民生活基礎調査、全国消費実態調査の個票デ

ータを用いて所得と消費の不平等度の変化とその要因の多角的な分析

全世帯を対象としてジニ係数を計測し、所得と消費の不平等度の変化を

ろ、1990 年代から不平等度は広がっているものの、2000 年代の格差に

しく 縮小の傾向が見られた。そこで、階層分類ごと、世帯分類ごと、所

2000 年代も継続して格差拡大効果に表れていた。しかし、所得に

は 2000 年終盤を中心に

若年層を中心

JEL区分：D31、J31 

 
* 本稿の作成にあたっては三好向洋氏（財務省財務総合政策研究所）から貴重なご意見賜った。ここに記
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の公式見解を示すものではない 
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1 はじめに 

1980 年

高まりを指摘し

が、大竹

2003）や太田（2002）のように、1990 年代の所得格差の拡大の主要な要因は所得の

る。

理による競争を

て痛みを伴う

緩和策を導入

その功罪は議論となっている。例えば労

ったと考えられ

造改革路線は企

し、2007 年まで

の成長期においても投資が従来の好況期ほど積極的でなく、また公共事業が削減され、

2007 年のサブプ

引き起こし、

引退などにより、

 

ただし、2000 年代の国民所得や消費に関する報道は、断片的なものが多く、社会全体

、実証的、統計

高齢化の影響は

雇用条件、所得

ることで、2000 年代の規制緩和策や景気変

動の影響が国民生活にどのように影響したのかを検証することに重点を置き、世帯の格

差の推移とその背後にある要因を明らかにしたい。 

特に現在、税と社会保障の一体改革や消費税増税などに加え、東日本大震災の復興増

税の財源について議論が進められている。その中で税制や社会保障制度による再配分効

果を効率的に機能させることが制度設計において重要であり、現状の社会構造を正しく

認識する意味でも意義深い研究であると考えられる。 

 

高度成長期の日本経済は、安定的成長と終身雇用を背景とした所得の増大や信用取引

の活発化により「一億総中流」と呼ばれる平等で均一な社会を築いた。しかし

代以降、多くの研究者が中流崩壊論を中心とした日本社会の不平等度の

た。以降格差論争は過熱し、不平等化についての多くの研究が行われた

（

少ない高齢者人口の増加という人口高齢化による構造的変化であったことが示されてい

 

その後、2000 年代を迎えた日本は、小泉政権、安部政権の下、市場原

促すことで景気回復を目指した。その中で、当時小泉首相も「国民に対し

改革」と表現したように、公共事業の削減や様々な分野での民営化・規制

したことは社会的弊害も多く、現在においても

働市場においては、労働者派遣法改正や各産業での新規参入の促進を促した結果、非正

規雇用やフリーター、ワーキングプアといわれる貧困層の存在が注目を集めており、メ

ディアでも新たな社会問題として取り上げられている。 

また、2000 年代は景気変動の波も大きく、国民生活への影響も大きか

る。2001 年からのゼロ金利政策に代表される金融緩和が発端となり、構

業の積極的な投資を促し、日本経済は低調な景気拡大期を迎えた。しか

成長率は年平均 2％弱であった。また名目経済成長率が実質経済成長率より低く、国民

にとっては実感に乏しい成長であったと言われている。そしてその後、

ライムローン問題に端を発した世界金融危機は、輸出減退、原料原油高を

日本経済は深刻な不況に突入した。企業は外需の収益悪化や団塊世代の

派遣社員や期間工、そして正社員の人員削減を進めざるをえない状況となった。

の中で、どのような世帯において、所得の変化が生じてきたかについて

的な分析を踏まえたものとは言い難い。2000 年代に入ってからも、少子

引き続き生じていると考えられるが、今回の研究では、雇用者の年齢や

の要素による格差への効果をそれぞれ分解す

2 



本論文ではまず２章にて日本で行われている所得研究について使用さ

証方法、得られた結果を整理する。また日本の 2000 年代の経済状況や労

規制緩和策を整理した上で、ジニ係数の詳細な要因分類を行っている研究の分解方法を

纏め、本研究の対象データと検証方法を示す。次に３章にて全世帯を対象としてジニ係

数を算

れたデータと検

働者に関わる

出し、不平等度の推移、傾向を確認する。４章では得られた不平等度の変化傾向

をさまざまな角度から分析を行い、最後に得られた結果の考察と今後の課題を５章にて

纏める。 

 

発化した。橘

）や佐藤（2000）がベストセラーとなったことにも中流層崩壊論や不平等化論

し、1990 年代以

究が多く発表さ

などの

等度の高まりを

指摘している。その要因を分析するため、総所得・等価所得別、世帯主年齢別のジニ係

拡大は見られず、

けられている。

度に着目し、

クセンブルク所

得研究所）の先進国のデータと比較を行っている。この研究では各国の世帯主年齢層別

る。また、

間効果、年齢構造効果に分解し国際

比較した結果、日本は他の先進国と比較して高齢層の内部における所得格差が大きいこ

とを示している。大石（2006）では厚生労働省の「所得再分配調査」を使用して 1987

年から 2002 年を対象とした世帯構造別、世帯主年齢別ジニ係数を算出している。また

以下２節で紹介する Silber（1989）と同様の分析方法の一つである所得階層の階層間、

階層内の影響度を分解し計算することで、高齢化や単身世帯増加の構造的な要因に加え、

現役世代の内部格差に不平等化が進んでいること示している。 

 

 

 

2 研究の概観 

 

2.1. 所得の不平等度に関する研究 

１章にて触れたように、日本の所得不平等度の研究は 1980 年代以降活

木（1998

が世間の関心を集めたことを表している。しかしこれらの研究結果に対

降、人口高齢化による構成変化の効果を不平等化の要因として示した研

れている。 

例えば大竹（2003）では、「国民生活基礎調査」や「全国消費実態調査」

1960 年代以降 2001 年までの統計情報を利用し、ジニ係数を用いて不平

数や、年齢階層別の貧困率や生活保護世帯比率の推移を比較し分析している。結果とし

て、所得不平等度には上昇傾向は見られるものの、同年齢層内での格差

人口高齢化による世帯構造の変化が不平等化の主な要因であると結論付

また、白波瀬（2009）では、日本の少子化問題の要因として所得不平等

「国民生活基礎調査」を元に 2000 年までのジニ係数を算出し、LIS（ル

のジニ係数や貧困率、高齢者割合の推移を比較し多角的な分析が行われてい

ジニ係数の変化要因を世帯の年齢層内効果、年齢層

3 



2.2. 消費の不平等度に関する研究 

 不平等をめぐる議論では 2 章 1 節のように所得の不平等度を尺度とし

が多い。しかしライフサイクル仮説のもとでは、例えば公的年金は異時点間の資源配分

の役割を果たしており、一時点の不平等は生涯で見たときには必ずしも不平等とは言え

ない。また恒常所得仮説では、親からの遺産のような将来の収入が期待

待できない世帯を同じ世帯として捉えることはできないため、一時点の不平

を分析することには問題がある可能性が

て使用すること

できる世帯、期

等度で格差

ある。このような問題に対処するため、消費は

計測することで、

より実質的な不平等度を算出することができる。

、1989 年のデ

年ごとの効果

の不平等度が

(2000)では「国

せること、若年層の所得不平等度が大きいこと、人口構成の変化による不平等度の増加

よりも世代内での不平等度効果が大きいことを示している。しかしこれらの研究は消費

の影響を検証す

 

ジニ係数の変

変化を所得階層

、それぞれの

プに分類し、各グループの中での格差とグループの構成比率の影響を計算し、その変化

、所得の要素ごとに、全体のジニ係数に対し不

平等度とその要素のシェアの大きさに分解しそれぞれの影響を算出する方法が述べられ

ている。これらのモデルにより、全体の所得不平等度に影響を与える様々な効果を分析

するために複数の統計情報を使用する必要がなくなり、統計の違いによる誤差の影響を

受けずに、世帯の性質や所得の構成要素ごとの効果をより正確に検証すること可能とな

っている。４章以降の分析では、これらの分解方法に従いそれぞれの効果を測定してい

るが、詳細な計算方法は４章の中で整理する。 

 

 

 

生涯の所得を踏まえ行動することを利用し、世帯の消費額の不平等度を

 

 大竹(2005)では消費の不平等度を「全国消費実態調査」の 1979、1984

ータを用いて所得と消費の自然対数の分散を用いて計測し、年齢と生まれ

を算出している。その結果、生まれ年が異なっても 40 歳代以上では消費

急速に高まっていることが示されている。また、同様の研究として岩本

民生活基礎調査」の 1989 年から 1995 年までのデータを使用し、年齢ごとの対数分散の

コーホート効果を算出している。ここでは高齢者が年齢を増すごとに不平等度を増加さ

額を利用して、世帯主の年齢による効果に絞り、社会全体の不平等度へ

るものであり、社会全体の不平等度の要因を多角的に探る研究ではない。

 

2.3. 不平等度の分析方法の研究 

ジニ係数の分析方法に関する先行研究では、Silber（1989）にて全体の

化要因を分析する３つの方法が構築されている。まず 1 つ目は、全体の

ごとに分け、階層内の要素変化と各階層間の要素移動による変化に分解し

影響度にウェイトをかけ、比較検証するものである。２つ目は世帯をいくつかのグルー

を見るものである。最後に３つ目として

4 



2.4. 本研究の意義 

 今回の研究に当たっては、厚生労働省「国民生活基礎調査」2*の 20

2007 年、2010 年の四期分の所得情報、総務省「全国消費実態調査」3*

2004 年、2009 年の三期分の所得及び消費情報のデータを利用し、先行研究では調査の

対象となっていない 2000 年代の不平等度の変化とその要因を観察する

活基礎調査は 2010 年度調査で所得票 26,115 世帯、全国消費実態調査は

で 56,806 世帯と標本サイズが多く、以降の所得階級・世帯主属性に分類

りの少ない比較的正確な結果が得られる標本数である。また、２種類の所得情報と１種

(2003)

報の偏りを考察時に取り除くことが可能となる。また、ここで注意すべ

国民生活基礎調査は福祉事務所経由で調査されることや、昨今の個人情

まりから、全国消費実態調査よりも若年層の割合が低く、高齢者層の割合

れている。こ

01 年、2003 年、

の 1999 年、

。なお、国民生

2009 年度調査

した際にも偏

類の消費情報を、大竹 と同じ手法で集計することで、年次特有の傾向など統計情

き点としては、

報保護意識の高

が高いと言わ

のことは舟岡（2001）に示されている。さらに、2010 年度調査において

倍の 9.6％とな

30 50

・社会保障制度

た不平等度に影

活基礎調査及び

全国消費実態調査の個票データの所得内訳や、世帯主の雇用に関わる世帯の詳細情報を

また所得の内訳と

に検証する

係数を算出し、大竹（2003）にて示された 1990 年代以前の推移との比較を行い、2000

年代の変化の傾向を観察する。次に、そこで示された変化の要因を分析するため、

Silber（1989）の分析方法に従い、所得・消費階層ごとの階層内・階層間の影響の分解、

所得の内訳で

 

 

 

                                                 

は、可処分所得が不詳となっている世帯員の割合が、2007 年調査の 2.7

っており、世帯主の年齢が 歳代から 歳代の世帯が比較的多く計測の対象世帯から

除かれている。 

本研究では先行研究にて分析されている所得や世帯主年齢による税制

の再分配機能や高齢化の影響を検証するだけでなく、雇用者を中心とし

響を与えている雇用環境・世帯構成などの要因を分析するため、国民生

利用する。このことで他の統計情報にて生活保護者比率や貧困率を求めずに、世帯主の

正規・非正規などの雇用形態や勤務先の規模や産業分類による影響、

して稼働所得や社会保障給付、税金や個人年金などの支払いの影響を直接的

ことが可能となる。 

 研究全体の流れとしては、まず調査対象となっている各年の全世帯を対象としたジニ

世帯の属性ごとに分類した各グループの全体の不平等度への影響の分解、

ある要素ごとの全体の不平等度への影響の分解を行う。 

 
2* 本稿で使用した国民生活基礎調査の個票データは、「所得分布に関する分析」において目的外使用申請

を行い、厚生労働大臣の承認を得たものである。（発統 0113 第 1 号） 
3  本稿で使用した全国消費実態調査の個票データは、「所得分布に関する分析」において目的外使用申請

を行い、総務大臣の承認を得たものである。（総統調第 266 号） 
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3.2000 年代における不平等度 

響である。こ

いう性質を、こ

して理解しておく必要があるからで

や消費支出など

の金額だけでなく、失業者の比率にも大きく影響を与える。

特に中国を中

械産業中心とし

況で積み上がっ

強まらなかっ

な金融危機へと

ように、2000 年代の国民生活基礎調査の一世帯当

たりの平均所得、全国消費実態調査の平均消費支出は減少を続けている。また、国民生

活基礎調査の一人当たりの国民所得は 年代後半から減少傾向を辿るが、2000 年代

後半は停滞を見せている。さらに失業率は 2002 年まで上昇しているが、以降 2008 年ま

では減少し、2009 年以降再度上昇している。 

 

図１ 所得・消費額、失業率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.1. 2000 年代の経済状況 

 2000 年代の不平等度を計測する前に、全体の不平等度に影響を与える外的要因を整理

する。まず挙げられるのが日本の経済状況が国民の所得や消費に与える影

れは、好況期には不平等度は縮小し、不況時には不平等度が拡大すると

の後に行う計測の結果を解釈する上で、前提条件と

ある。特に就労世帯は景気の影響が大きく、稼働所得・所得税・住民税

 

2000 年代の経済は、IT バブルと呼ばれる外需主導の回復局面である。

心とした BRICs の台頭により、「失われた 20 年」から自動車産業、機

た輸出主導の景気回復を遂げた時期である。しかし企業は長く続いた不

た負債の返済や先行き不透明な経済状況に備えたため、雇用者への配分は

た。そのため当時の報道では国民意識を象徴する言葉としてこの時期の経済を「実感な

き景気回復」と評した。また、少子高齢化や単独世帯の増加も更に深刻な問題となった

時期でもある。その後、2007 年の米国住宅バブル崩壊を動機に、世界的

連鎖し、株価の暴落や超円高が発生し経済は冷え込んだ。 

その結果、以下の図１にも表される

1990
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3.2. 2000 年代の制度改正・人口動態 

2000 年代に景気変動以外の雇用市場へ影響を与える変動要因として注

らないのが、自民党政権化で行われた規制緩和策である。その中でも不平等度への効果

が大きいと予想されるのは、労働者派遣法の 2004 年度改正である。この改正では、一

定要件を満たす場合の派遣期間が 1 年から 3 年に延長されたほか、一部

派遣対象業務として追加された。このことにより厚生労働省の労働力報告

正規雇用者の比率は 2003 年に 8.4%だったのに対し、2008

視しなくてはな

を除く製造業も

によれば、非

年には 11.8％に上昇してい

1 年未満」

の者の比率が 年の ％から 年の ％に上昇している。 

挙げられている

偏りを考慮し

ならない。以下図２は国民生活基礎調査の集計対象となっている世帯の世帯主

年齢の構成比をグラフにしたである。これをみると 1940 年代後半に生まれた団塊世代

が人口の分布のピークとなっており、

っている。 

 

 

 

 

 

 

占める所得税、

料の所得に占め

化は見られない。 

 

3.3. 2000 年代の不平等度 

上記のことを踏まえ、社会全体の不平等度を計測する。先行研究でも示されていると

おり、不平等度を測る指数として最も一般的な指標がジニ係数である。ジニ係数はその

社会を構成する世帯の所得シェアを所得の低い順に積み上げていくことによってできる

ローレンツ曲線と呼ばれる曲線と、45 度線の差分の面積の 2 倍として表され、1 に近い

る。同様の傾向は国民生活基礎調査でも確認され、雇用者中の「雇用期間が

2001 1.54 2007 9.43

さらに 2 章 1 節にて述べた 1990 年代の不平等化の主たる原因として

高齢化についても、年毎の集計結果を考察する際には、世代ごとの人口の

なくては

2010 年の 60 歳代の世帯主世帯の増加が顕著にな

図２ 全世帯における世帯主年齢ごとの構成割合 

 

 

 

 

 

その他税制や社会保障制度の変更を確認したが、税収の大きな割合を

住民税、消費税に大きな改正は行われていない。実際、税金・社会保障

る割合を表す国民負担率は 2000 年代 30％後半で推移しており大きな変
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（出所：国民生活基礎調査から筆者算出）
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20-29

7 



と不平等、0 に近いと平等となる。図２では、下部分の三角形のうち、網掛け部分が占

める面積の割合に表される。 

 

図３ 世帯所得(消費)金額の積上げにて表されるローレンツ曲線 

 

 まず、全世帯の世帯を対象にジニ係数を算出するため、先行研究にならい、所得・消

費

査＞ 

＋事業所得＋農耕・畜産所得＋家内労働所得 

(2010 年)） 

      ＋財産所得＋仕送り＋企業年金・個人年金等＋その他の所得 

 

＋年金保険＋介護保険＋その他(雇用保険等))－固定資産税 

 

     ＋公的年金給付＋雇用保険法に基づく給付＋他の社会保障給付＋仕送り金＋特別収入 

護保険料 

療＋交通通信＋教育 

      ＋教養娯楽＋その他消費支出 

 

また、１世帯当たりの世帯人員数の影響を排除するため、世帯人員数の平方根で除した

ものをそれぞれ等価当初所得、等価可処分所得、等価消費と定義し、上記各分類の所得・

消費で計算する。上記の方法でジニ係数を算出した集計結果を表１に示す。所得について

は国民生活基礎調査を発表している厚生労働省の集計結果ともほぼ一致している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を以下に定義し、世帯ごとに集計する。 

＜国民生活基礎調

・当初所得＝雇用者所得

      ＋公的年金・恩給+雇用保険＋その他の社会保険給付金（＋児童手当等

・可処分所得＝当初所得

      －所得税－住民税 

      －社会保険料(＝医療保険

＜全国消費実態調査＞ 

・可処分所得＝勤め先収入＋事業・内職収入＋本業以外の勤め先・事業・内職収入＋財産収入

     －勤労所得税－個人住民税－他の税－公的年金保険料－健康保険料－介

     －他の社会保険料－他の非消費支出 

・消費＝食料＋住居＋光熱・水道＋家具・家事用品＋被服及び履物＋保健医
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世帯数累積比（％）
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表 1 世帯全帯全体のジニ係数 

2001

共にジニ係数の大きな変化は見られない。2010 年においては若干の減少が観察される。ま

ら 2009 年の期

初所得と等価

、等価

等度の上昇は、2001 年まで続いてきたものの、それ以降、

小、2010 年には減少しており、長年にわたる所得の不平等化の進行が、2000

年代以降も

ていると考えられるが、そのほかにどのような効果が働いているかを推測するため、

以下では３つの観点からの分析を行う。 

 

 

 

図４ 世帯全体のジニ係数の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

体のジニ係数 

2001

共にジニ係数の大きな変化は見られない。2010 年においては若干の減少が観察される。ま

ら 2009 年の期

初所得と等価

、等価

等度の上昇は、2001 年まで続いてきたものの、それ以降、

小、2010 年には減少しており、長年にわたる所得の不平等化の進行が、2000

年代以降も

ていると考えられるが、そのほかにどのような効果が働いているかを推測するため、

以下では３つの観点からの分析を行う。 

 

 

 

図４ 世帯全体のジニ係数の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

  

 

 

 

 

 

国民生活基礎調査の集計結果では 年から 2007 年までの間、当初所得、可処分所得

 

 

国民生活基礎調査の集計結果では 年から 2007 年までの間、当初所得、可処分所得

所得・消費分類 使用した統計情報 2001 2004 2007 2010 定義

等価当初所得 国民生活基礎調査 0.384 0.382 0.388 0.376 稼働所得＋社会保障給付＋財産所得

（参考）等価当初所得 0.388 0.389 0.398 0.395 （厚生労働省の集計）

等価可処分所得 0.365 0.375 0.370 0.355 当初所得－税金－社会保険料

所得・消費分類 使用した統計情報 1999 2004 2009 定義

等価可処分所得 全国消費実態調査 0.416 0.441 0.444 実収入－非消費支出

等価消費 0.292 0.296 0.296 消費支出（非消費支出を除く）

（出所：厚生労働省HP、国民生活基礎調査・全国消費実態調査から筆者算出）

た、全国消費実態調査においても 1999 年から 2004 年にかけて可処分所得にのみジニ係数

の上昇が見られるが、消費における全期間、可処分所得における 2004 年か

間では大きな変化は見られない。 

このうち国民生活基礎調査の 2001 年、2004 年、2007 年、2010 年の等価当

可処分所得を利用して算出したジニ係数を、1990 年代までのデータで同様の集計をしてい

る大竹（2003）の集計結果と合わせグラフにしたものが図４である。この図からは

当初所得、等価可処分所得の不平

た、全国消費実態調査においても 1999 年から 2004 年にかけて可処分所得にのみジニ係数

の上昇が見られるが、消費における全期間、可処分所得における 2004 年か

間では大きな変化は見られない。 

このうち国民生活基礎調査の 2001 年、2004 年、2007 年、2010 年の等価当

可処分所得を利用して算出したジニ係数を、1990 年代までのデータで同様の集計をしてい

る大竹（2003）の集計結果と合わせグラフにしたものが図４である。この図からは

当初所得、等価可処分所得の不平

増加幅は縮増加幅は縮

年代以降は緩やかになっていることが観察される。人口高齢化の影響は、2000年代以降は緩やかになっていることが観察される。人口高齢化の影響は、2000

続い続い
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4. 2000 年代における所得不平等度の背景 

 

 

い世帯、低い世

時間の経過とともにどのように変化し、社会全体のジニ係数に影響を与えてき

er(1989)にて示された方法に従い分

析していく。 

３章３節で示したジニ係数の定義式は以下のように表される。 

4.1. 所得・消費階層分類による分解

4.1.1. 計算方法 

まず、不平等度の変化の要因を探るために、所得・消費の絶対水準の高

帯の数が、

たのかを分析する。ジニ係数の分解については、Silb


1j

n







n

jG ]
n

1jjn
[sI    ･･･［１］ 

（n:構成世帯数、ｓj：世帯 jの全世帯所得・消費におけるシェア（ｓ1＞ｓ2＞・・・＞ｓｎ）） 

 

これを以下のように行列で表す式に書き換える。 

･･･・・・ 

･･･









 S0111

･･････

・・・

・・・ 































n

2

1

G

S

S

11

1-1-01

1-1-1-0

n

1

n

1
I n 行 Gs'e

 1-nS1-0

      ･･･[２] 

 

階層グ がｍ個あり、ある階層ｈに所属している人数をｎｈと表すと、

 n 列    

ループ 



m

1h
hnn で

ある。さらに、それぞれの要素がｈ×ｈ行列であ の行列Ｇ行列は以下のように表

される。Ｇ行列の要素となるＧ(ｎｈ，ｎｈ)行列は、[２]式の 2 要素目と同じく、左上から

下にかけての対角 上は となる

行列とする。 

るｍ×ｍ

右 線 0、右上の三角形の部分は-1、左下の三角形の部分は+1




)n.n( m1








)

G)n.n(G

G
11

・・・・・・

・・・

   ･･･[３] 

同様に、[２]式


 n.n(G)n.n(G mm1m ・・・

Gs'e

と表すと、全体のジニ係数

の e’、ｓを m 個に分解し、それぞれｎｈ個の要素を持つ e’(ｍ)、

s(m) Gs'e は以下のように表される。 

 
  













m

1p

m

1q
qqpp )n(s)n,n(G)n('eGs'e    ･･･[４] 

この式を変換すると、以下のように表され、全体のジニ係数 Gs'e は、各所得・消費階層
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の階層内における不平等度の変化による貢献である Iｗと、所得階層間の構成比によるジニ

係数への貢献 Iｂに分けることができる。 

bw
1p qp

qqpp
1p

pppp II)n(s)n,n(G)n('e)n(s)n,n(G)n('eGs'e
 

m mm







      ･･･[５] 

 上記［５］式から所得階層を表２の分類で、所得階層内の影響（IW）の各階層の影響

と、所得階層間の構成比の影 測する。 

 

表２ 所得階層分類 

 

4.1.2. 計算結果と考察 

(1)国民生活基礎調査による所得分析 

図５は国民生活基礎調査の等価可処分所得のジニ係数を分解し、所得階層間の構成比

の影響（Iｂ）を左側に、所得階層内の影響（Iｗ）の各階層の影響を右側に表している。 

 

図５ 所得階層ごとの全体のジニ係数への影響 

 

 

上記の結果から観察できることは以下のとおりである。 

 所得階層間の影響（Iｂ） 

① 2001 年から 2004 年で格差効果を高めているが、2004 年から 2010 年では格

差効果が縮小されている 

響（Iｂ）に分け計

 

 

 

 

 

 

所得・消費金額
第１階層 年800万以上
第２階層 年700万以上800万未満
第３階層 年600万以上700万未満
第４階層 年500万以上600万未満
第５階層 年400万以上500万未満
第６階層 年300万以上400万未満
第７階層 年200万以上300万未満
第８階層 年100万以上200万未満
第９階層 年100万未満

階層

 

 

※階層の網掛けは分析結果のグラフの網掛けと対応している。
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（出所：国民生活基礎調査から筆者算出）
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 所得階層内の影響（Iｗ） 

② 低所得階層内を中心に格差効果を高めているが、所得階層間の構成比の影響

これらのことから、2000 年代の格差の変化の要因は、一部階層の局所的な変化で

はなく、階層間にまたがる所得階層の変化による影響が大きいことが示された。 

の分析をしたものである。なお、４章２節の国民生活基礎調査を使用した分析とは異

なり、統計調査が５年ごとであるため、調査対象年は 1999 年、2004 年、2009 年と

なっている。 

 

図６ 所得階層ごとの全体のジニ係数への影響 

4 年から 2009 年

 所得階層内の影響（Iｗ） 

② 全期間で低所得階層内格差効果が高まっているが、所得階層間の構成比の影

さい 

全国消費実態

見られるが、効

果も小さく、階層間の効果全体が格差拡大している点は変わらないことから、統計の

特徴による違いと考えられる。 

 

(3)全国消費実態調査による消費分析 

図７は、全国消費実態調査の等価消費の情報を使用して上記１、２節と同様の計測

を行っている。ここでは、消費する金額は一時的な所得の大きさではなく生涯にわた

と比較し、所得階層内の効果は小さい 

 

(2)全国消費実態調査による所得分析 

図６は、全国消費実態調査の等価可処分所得の情報を使用して上記４章２節と同様

 

 

 

 

 

 

 

 

上記の結果から観察できることは以下のとおりである。 

 所得階層間の影響（Iｂ） 

① 1999 年から 2004 年で格差効果を増加させているが、200

では変化は極めて小さくなっている 

響と比較してその影響は小

上記を考察すると、国民生活基礎調査で見られた効果と同様の傾向が

調査の計測結果にも見て取れる。一部、階層９の内部にも格差拡大が
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って受け取る所得を考慮して決定するため、高齢者に多く見られる、貯

きく、所得が低い世帯は所得と比較して消費は大きく、対して将来

蓄・財産が大

のための貯蓄を行

う現役世帯を中心とした世帯は、所得と比較して消費は小さくなる傾向にある。 

 

図７ 消費階層ごとの全体のジニ係数への影響 

 

 

 

 

きることは以下のとおりである。 

 

部で格差効果が高まっている 

消費のジニ係数の分析では、階層間の影響は所得の分析と比較して小さいことが示

イクルを考慮した消費行動により、現役世帯を中心とした高

向が低く、高齢者を中心とした低所得者は消費性向が高くなり、年齢

次に世帯や世帯主の条件ごとに分類した上で、それぞれの条件の世帯数、所得が、社

会全体の不平等度に与えてきた影響を検証する。これによって、４章１節にて観察され

た低所得世帯の所得効果増加や中間所得層の減少は、どのような性質の世帯に多く起こ

っているのかを分析することが可能となる。国民生活基礎調査・全国消費実態調査から

得られる世帯や世帯主の情報を元に行った分類を表３にまとめる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記の結果から観察で

 消費階層間の影響（I ） ｂ

① 全期間で格差効果に大きな変化は見られない

 消費階層内の影響（Iｗ） 

② 低消費階層（主に階層８）の内

された。これはライフサ

所得者は消費性

による格差が小さくなっているためと考えられる。 

 

4.2. 世帯分類による分解 

4.2.1. 計算方法 

Ib Ib
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（出所：全国消費実態調査から筆者算出）

0.0
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表３ 世帯分類 

係数への影響を

従う ず、世帯をいくつかの ループに分け、

グル プ てい ・消費に占める

ｈグループ各世帯 定義する。v は４章２節の[２]式の s と異

なり、各グループをグループの平均所得順に並べ、さらにグループ内部の世帯をそれぞ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大分類 「国民生活基礎調査」分類グループ 「全国消費実態調査」分類グループ 章節番号

20-29 才 20-29 才
30-39 才 30-39 才
40-49 才 40-49 才
50-59 才 50-59 才
60-69 才 60-69 才
70才以上 70才以上
労働者 労働者

仕事無し(仕事を探している)
仕事無し(仕事を探していない)

契約期間が1 年以上又は雇用期間の定めのない者 -
1年未満の契約の雇用者 -
自営[自営業主および家族従業者および内職者] -
その他 -
第一次産業(職業分類が農業作業者、林業作業者、漁業作業者) 第一次産業(職業分類が農業作業者、林業作業者、漁業作業者)
第二次産業(運輸・通信従事者及び生産工程・労務作業者) 第二次産業(運輸・通信従事者及び生産工程・労務作業者)
第三次産業(専門的・技術的職業従事者、管理的職業従事者、
              販売従事者、サービス職業従事者、保安職業従事者)

第三次産業(専門的・技術的職業従事者、管理的職業従事者、
              販売従事者、サービス職業従事者、保安職業従事者)

自営[自営業主および家族従業者および内職者]
仕事無し
その他
- 従業員数1-4 人

 

 

上記の分類を調査対象全世帯に対し行い、グループごとの全体のジニ

分解する。計算方法は Silber(1989)に 。ま グ

h ー 内に世帯数 nhの世帯が所属し るとする。ここで、全所得

の所得・消費のシェアを v と

れ所得・消費順に並べている。するとジニ係数 Gs'e は、 Gv'eGs'e)vs(G'eGd'e 

- 従業員数5-29 人
- 従業員数30-499 人
- 従業員数500-999 人
- 従業員数1000- 人

※「国民生活基礎調査」の2010年調査から、産業高度化による産業分類の見直しが行われ、第二次産業・第三次産業の分類が一部変更になっている。

世帯主
就業分類

4.2.3.

4.2.2.

その他

世帯主
年齢分類

その他

仕事無し

その他

と

果なる Gd'e と Gv'e に分解することができる。さらに Gv'e は、グループ内の不平等度効




j

1h

e h )n(v)( と、グループ間の不平等度効果をhh n,nh G)n(' 
 

k k

1h hl
1lhh )n(v)n,n(G)n('e に分

解することができる。つまり、ジニ係数は各グループ内の不平等度効果、グループ間の

できる。これらをそれぞれ計測し、以下の棒グラフに示している。また、同じグラフ内

にて表して

 

 

4.2.2. 世帯主年齢分類による計算結果と考察 

(1)国民生活基礎調査による所得分析 

図８は、国民生活基礎調査を使用し、世帯主の年齢階層ごとに世帯をグループに分け、

各３つの効果を計測したものである。 

 

不平等度効果、その他の効果（＝ Gd'e ）の３つの要素で構成されていると考えることが

に、グループに所属する世帯のみでジニ係数を計測した結果を折れ線グラフ

いる。 
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図８ 世帯主年齢別のジニ係数の要素分解 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全期間で 60 歳以上の世帯主世帯の内部格差は縮小傾向にあるが、シェアが

差が横ばい、もし

くは若年層を中心に上昇しているが、シェアは低下し格差効果を縮小させて

ループも内部の格差効果を縮小させている 

①については、少子高齢化の影響が主因となって世帯構成比による格差効果が継続し

て影響していると考えられる。しかし、高齢者内部での格差は縮小傾向にあり、構成比

る効果が大きいが、若年層内部に若干の不平等化効果が見られる。③については、2010

年は現役世帯にも内部格差縮小の効果が見られる。 

 

(2)全国消費実態調査による所得分析 

図９は、全国消費実態調査を使用し世帯主の年齢階層ごとに世帯をグループ分けし、

ジニ係数の各グループ要素を計測したものである。 
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上記の結果から観察できることは以下のとおりである。 

① 

増加し格差効果を高めている 

② 2001 年から 2007 年の 50 歳代以下の世帯主世帯は内部格

いる 

③ 2007 年から 2010 年はどのグ

による効果を若干弱めていると見られる。また、②の格差縮小効果も世帯の構成比によ
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図９ 世帯主年齢別のジニ係数の要素分解 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ている 

小させている 

せている 

④ 歳代以下の世帯主世帯は、グループ内部の格差を拡大させている 

統計の取られた年次は若干異なるものの、全般的に上記(1)の国民生活基礎調査の結果

に寄与してい

いにより、(1)に見

られる 2000 年代終盤の不平等化縮小効果は見られない。 

 

(3)全国消費実態調査による消費分析 

以下は(2)と同様の計算を全国消費実態調査の等価消費額情報を使用し行ったものであ

る。図１０は世帯主の年齢階層ごとに算出したジニ係数の各グループ要素である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記の結果から観察できることは以下のとおりである。 

① 60 歳以上の世帯主世帯のシェアが増加し、格差効果を高め

② 40 歳代以下の世帯主世帯はシェアを低下させ格差効果を縮

③ 60 歳代以上の世帯主世帯は、グループ内部の格差を縮小さ

30

と同様の効果が観察された。①と②については、構成比の変化が格差拡大

る。③や④では、内部格差の変化が観察される。なお、統計年次の違
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図１０ 世帯主年齢別のジニ係数の要素分解 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

図１０から、所得と比較して相対的にグループ間の影響が低いことがわかる。これは

年代ごとの消費性向の違いと見られ、若年層は耐久財購入の資

（全国消費実態調査より筆者推計）
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金や将来の養育費に備え

貯蓄を行い、高齢層は所得が少なくても貯蓄を切り崩して消費を行っているためと考え

られる。このことは２章２節にて述べたライフサイクル仮説とも整合的である。なお、

消費額で見たジニ係数の年齢別分解の変化要因は、所得で行った分解(2)の傾向とおよそ

同様であったが、グループ内部の格差の拡大はあまり観察されなかった。 

4.2.3. 世帯主就業分類による計算結果と考察 

(1)国民生活基礎調査による所得分析 

次に世帯主の年齢以外に所得・消費に大きな影響を与えると考えられる世帯主の就業

環境の要因を４章２項と同様の方法で調査する。はじめに世帯の就業・非就業の属性を

利用し計算した。その結果が図１１である。 
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図１１ 世帯主就業分類別のジニ係数の要素分解 

また、特に労働者についての詳細な雇用期間に関する就業分類項目を使用して計測

した結果が図１２である。 
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図１２ 世帯主詳細就業分類別のジニ係数の要素分解 
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さらに、労働者の所属する産業による詳細な分類項目を使用して計測した結果が以

下図１３である。 

 

上記の結果から観察できることは以下のとおりである。

2007 年から

ない 

2004 年以降増加しており、正規

 

④ 非正規雇用が世帯主の世帯はシェアが増え、不平等化効果を増加させている 

、シェアの影響

年に第三次産業の格差拡大が見られるが、2010 年はどのグループも

内部格差縮小の効果で全体に不平等度を低下させている 

ここで、①、③、⑤のグループ間効果による格差縮小は少子高齢化による労働人口の

減少の影響と見られるが、労働者の内部では不平等化の効果に大きな変化は見られない。

また、2007 年まで正規雇用や第三次産業の労働者の内部格差の変化も大きくない。

2010 年は、労働者のグループ全体に所得減少が格差縮小をもたらしているが、景気後退

の影響と考えられる。 

 

 

図１３ 世帯主就業産業分類別のジニ係数の要素分解 
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① 労働者と非労働者のグループ間での影響は増加しており、特に

2010 年にかけて構成比の影響で不平等効果が増大している 

② 2007 年まで労働者内部の不平等化効果に大きな変化は見られ

③ 正規、非正規雇用分類のグループ間効果は

雇用者は構成比の減少と内部格差縮小の両面で不平等度を低下させている

⑤ 2007 年まで産業間の各グループ内部の格差に変化は少なく

で 2007
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(2)全国消費実態調査による所得分析 

世帯主の就業環境の要因を全国消費実態調査の等価可処分所得情報を利用し同様の方

法で調査する。その結果が図１４である。 

 

 

さらに、労働者の所属する産業による詳細な分類項目を使用して計測した結果が図

１５である。 

 

図１４ 世帯主就業分類別のジニ係数の要素分解 
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図１５ 世帯主就業産業分類別のジニ係数の要素分解 
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また、特に世帯主の企業規模の分類項目を使用して計測した結果が以下図１６であ

る。 

 

① 労働者が世帯主の世帯のシェアは減少し、グループ間効果による全体の不平

化は見られない 

られないが、第二

プ間効果による不

④ 大規模企業に所属する世帯主の世帯は内部で若干の格差拡大が見られるが、

ており、全体の格差に大きな変化は無い 

労働人口の増

られる。一部、第二・第三次産業や大規模企業の労働者に内部格差の上昇

が見られるものの、その影響は大きくなく、第一次・第二次産業、大企業や小規模企業

を中心とした雇用者の減少による構成比の変化による影響が大きい。 

 

(3)全国消費実態調査による消費分析 

(2)と同様の分析を全国消費実態調査の等価消費情報を利用し調査する。その結果が以

下図１７である。 

 

図１６ 世帯主就業企業規模分類別のジニ係数の要素分解 
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上記の結果から観察できることは以下のとおりである。 

等効果は増大している 

② 労働者や求職していない無職者の内部で格差は大きな変

③ 全期間で産業ごとのグループの内部格差に大きな変化は見

次産業の減少、その他の増加など、構成比の変化でグルー

平等度が下がっている 

シェアが 2004 年まで減少し

この結果を考察すると、①、③、⑤は高齢化による労働人口の減少、非

加の影響が見
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図１７ 世帯主就業分類別のジニ係数の要素分解 
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さらに、労働者の所属する産業による詳細な分類項目を使用して計測した結果が図

１８である。 

 

 

また、特に世帯主が労働者である世帯について、企業規模の分類項目を使用して計

測した結果が図１９である。 
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図１８ 世帯主就業産業分類別のジニ係数の要素分解 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（全国消費実態調査より筆者推計）

0.000

0.020

0.040

0.060

0.080

0.100

0.120

0.140

0.160

1999年 2004年 2009年 1999年 2004年 2009年 1999年 2004年 2009年 1999年 2004年 2009年 1999年 2004年 2009年 1999年 2004年 2009年

0.2

0.22

0.24

0.26

0.28

0.3

0.32

0.34

第一次産業 第二次産業 第三次産業 その他

G間効果 G内効果 他の効果

全体への貢献（左軸） 単独ジニ係数(右軸)



図１９ 世帯主就業企業規模分類別のジニ係数の要素分解 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記から、 の所得情報を使用した分析と大きく変わらない結果となった。全体とし

ては労働者の条件で各年次、各グルー
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(2)

プの消費性向に違いは大きく見られないことがわ

かる。一点注目すべきは、企業規模別に見たジニ係数の要素分解において、従業員 1 人

から 4 人の小規模企業においてのみ、所得と比較して平均消費額が小さくなっている点

である。つまり大・中規模企業に勤める労働者世帯と比較して、自営業者世帯は消費性

向が比較的小さくなっていることがわかる。 

方法 

最後に世帯の所得を構成する内 所得、公的年金、所得税等。以下、「所得

要素」と呼ぶ）の変化が、全体のジニ係数に与える影響を Silber(1989)に従って分析する。 

個人 j が要素 i から得ている所得をＸjiとすると、個人 j の所得が所得全体に占めるシ

ェアｓj、また社会全体の所得のうち要素 .iはそれぞれ以

 

 

4.3.所得要素による分解 

4.3.1 計算

訳項目（稼働

i からの所得が占めるシェアｓ

下のように表される。 

T

j
.j X

X
s     ･･･[６] 

T

n

1j
ji

i. X

X

s


    ･･･[７] 

また、個人 j が要素 i から得ている所得の全体の所得に対するシェアｓjiは、以下のよ

うに表される。 
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T
ji X

s ･

i j .1

で示したジニ係数の定義式 ５ 式は以下のように分解される。つまり i. )s(

所得全体への貢

jiX
    ･ ･[８] 

ここで、要素 からの所得における個人 が占めるシェアをv と定義すると、１節１項

[ ] は要素iの

献と考えることができる4*。この .s(

グラフに、 Gv'e を「擬ジニ係数」として線グラフにて、要素

に表している。 

 

 

 

 

 

 

･･[９] 

 

4.3.2. 計算結果と考察 

(1)国民生活基礎調査による所得分析 

 ［９］式から国民生活基礎調査の等価可処分所得情報を使用して算出した全体のジ

ニ係数への各所得要素の貢献が図２０である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                 

.iGv'e

を「全体への貢献」として棒

ごとに集計し以下の各図
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1i
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4* ただし、ここで得られた は、要素 i からの所得に対するジニ係数を正確に表したものでは

ない。なぜなら、１節[1]式の定義にあるように、snは合計所得順に並んでおり、要素 i からの所得順とは

異なるからである。 

.ii. Gv'e)s(
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図２０ 可処分所得のジニ係数の要素分解 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（国民生活基礎調査より筆者算出）
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 全体への貢献（左軸） 擬ジニ係数(右軸)

上記の結果から観察できることは以下のとおりである。 

らシェアを縮小

させ格差効果を弱めた 

等度の縮小とシェ

アの増加の両面の効果により格差を縮小させた

、格差を縮小する効果を生じさ

せた 

にも大きな変化

。ただし、2000 年代終盤にはシェアを大きく低下させている。②、③に

表れているように、公的年金・恩給や社会保険料の支払には格差縮小効果の増加が見

られるが、2000 年代後半になるにつれ増加が弱まりつつある。 

 

また、上記の計測を世帯主の年齢が 65 歳以上の世帯に限定して行った結果が以下

の図２１である。 

 

 

 

 

 

 

 

① 稼動所得は内部の不平等化効果を若干高めたが、2010 年か

② 住民税・社会保険料・その他の支払は全期間で内部の不平

 

③ 所得税は全期間でシェアに大きな変化は無く

①では 2007 年まで稼働所得の内部格差だけでなく、構成比の影響

は見られない
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図２１ 可処分所得のジニ係数の要素分解 
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 高齢者が世帯主の世帯においては、稼働所得の不平等化縮小効果が見られ、内部

の不平等度は若干上昇していることから、構成比による影響と見られる。また、公的

果を高めてい

る。 

 

(2)全国消費実態調査による所得分析 

図２２は同様の計算を全国消費実態調査の所得情報を利用して行ったものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年金や個人年金は内部格差と構成比の効果が共に拡大しており、格差効

図２２ 可処分所得のジニ係数の要素分解 
（全国消費実態調査より筆者算出）
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上記の結果から観察できることは以下のとおりである。 

① 勤め先収入の内部で不平等化効果が高まり、格差効果を高めた

② 所得税や公的年金保険料などの支払は内部で

 

不平等化効果を高めているが、

異なり、稼働所得内部の不平等

化効果が①に観察された。②についても(1)と同様に税金・保険料等の支払の再分配効

分もあるが、その効果は比較的大きくない。 

5. まとめと今後の課題 

格差が 2000 年代に

境の悪化や

よる効果が全体

られる。 

への格差拡大に

が、高齢者の内部で

ことから、高

よる効果が考

えられる。なお、消費においてはライフサイクルを考慮した消費行動のため、年齢によ

 

小させている。

よる正規雇用者

効果は見られず、

2000 年代終盤の不況によ

る失業率の増加や稼働所得の減少は、高所得者の多い現役世代の所得水準を低下させ、

増加しており、

ていることも示

性向が他と比較

今回の研究結果に挙げられた、ジニ係数の上昇を抑える効果は、2000 年代に新たに見

られる傾向である。その根本的要因は景気によりもたらされた一時的な要素もあるが、

高齢者世帯を中心とした内部格差の縮小や正規労働者の減少によるものが大きく、その

効果は今後も継続すると考えられる。これらのことから、ジニ係数は今後も大きな変化

が起こらないと考えられる。特に消費から見た生涯所得の不平等度は、ライフステージ

の違いによる格差が現れにくくなるため、より変化は小さくなると予想される。 

構成比の効果に相殺され、大きな変化は見られない 

 (1)の国民生活基礎調査を対象とした計測とは若干

果が高まっている部

 

上記の分析を踏まえると、1990 年代において拡大してきた所得の

入ってからその傾向が緩まっている主な要因は、現役世代の世帯の雇用環

税・社会保障費の増加による効果と、高齢者世帯の労働者比率の低下に

として高齢化によるジニ係数の上昇を押し下げているためであると考え

まず、高齢化の影響については、1990 年代まで続いてきた人口構成の変化の影響が継

続して不平等化を高めている。これは低所得である高齢者の構成比率の増加が格差拡大

に寄与しているためであり、さらに労働者人口の減少が全体のジニ係数

貢献している。その要因については更に詳細な分析が必要ではある

は格差縮小傾向が見られ、稼働所得の構成比減少がその主因となっている

齢者のみの世帯の増加など、世帯に所属する世帯員の労働者比率の低下に

る消費額の差は小さくなり、高齢化の影響はさらに縮小されることも分かった。

また、現役世代については、2000 年代終盤を中心に不平等化効果を縮

2000 年代中盤までは、若年層の内部格差拡大や、失業や非正規化などに

の減少による格差縮小効果が見られるが、労働者内部で大きな不平等化

少子高齢化の影響による労働者減少の効果が大きい。ただし、

不平等化の縮小に寄与している。なお、税金や社会保障費の支払などは

再分配効果が高まっている影響も見られるが、近年その増加率は縮小し

された。さらに消費額で見ると現役世代や自営業者の世帯は、特に消費

して小さく、これらの影響は縮小されている。 

27 



ただし、今回の研究結果は単年度、かつ１ヶ月間から３ヶ月間の所得

たデータから計測したものであり、景気変動や制度変更による効果を過大

可能性もあるため注意が必要である。今後家計調査などの他の統計情報や、対象とする

年次の追加をおこない、さらに精度を上げていくことが必要である。また先行研究に見

・消費を調査し

に表している

られるように同様の分析を他国データでもおこない国際比較をすることで、制度要因や

人口構成の影響をより明確に示すことが可能と思われる。 
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